
129

定員審査にみる人事行政 
―内閣人事局設置による影響の検討―

白石　圭佑 
（大山研究会 4 年）
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序　論

福田内閣の公務員制度改革構想に端を発し、民主党政権時代を経て第二次安倍

内閣下の平成26年1）に設置された内閣人事局は、現在では官邸による強いリー

ダーシップの発揮と結び付けられる形で、「政治主導」や「官邸支配」の文脈で
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語られることが多い。

その内閣人事局の任務は、次の三つに大別される。すなわち、人事行政、機構・

定員審査及び幹部人事である。特に、幹部人事は「官邸支配」の象徴ともされて

いる。また、機構・定員審査を掌握することで「内閣人事局によるダイナミック

な組織リソースの配分」がなされるようになったという先行研究もある。

本稿では、まず、後者の機構・定員審査について検討する。具体的には、一般

職国家公務員の総定員ないし各府省庁の定員の変遷を分析し、特異な変動につい

てはその理由を個別に分析するといった所要の検討を加えることで、定員審査の

方向性に変化があったのかを精査する。そして、内閣人事局設置前後において定

員審査についての方向性が大きく変化したとは認められないことを明らかにする。

その上で、内閣官房及び内閣府の定員について、併任出向者という要素からさ

らに分析を加え、内閣官房及び内閣府は定員として計上されない職員が極めて多

く勤務しており、これが各省庁における人事行政上かなりの負担になっているこ

とを明らかにする。

最後に、制度としての内閣人事局設置前後における人事行政の変化は皆無とは

いえないものの、むしろ他の要素の影響が示唆されること、内閣人事局という組

織自体の効果を検討するにはなお時間を要することを述べる。

Ⅰ　先行研究と本研究について

1　内閣人事局設置の経緯とその任務

（ 1） 公務員制度の総合的な改革に関する懇談会

第一次安倍内閣下の平成19年 4月24日、「公務員制度改革について」が閣議決

定された。これは、行政改革会議以来の一連の行革の流れに位置するもので、「戦

後レジーム」や「美しい国」といった第一次安倍内閣のスローガン的キーワード

をちりばめつつ、その後実現したいわゆる「天下り規制」及び「官民人材交流セ

ンター」といった再就職関係の規制強化、「専門スタッフ職」及び「定年延長」

といった人事制度改革を掲げている。しかしながら、同閣議決定に、人事行政を

担う新たな組織の創設といった文字は登場しない2）。

同閣議決定を受け、同年「公務員制度の総合的な改革に関する懇談会について

（平成19年 7月12日内閣総理大臣決裁）」が決定された。同決定では、同懇談会が「採

用から退職までの公務員の人事制度全般の課題」を取り扱うこととされた3）。そ

政61号.indb   130 2019/05/15   9:44:25



131

して、翌平成20年 2月 5日の同懇談会報告書において、「内閣人事庁」の設置が

盛り込まれた4）。この内閣人事庁構想が、後の内閣人事局として結実することに

なるのだが、もう少し懇談会の仔細を確認したい。

同懇談会における「内閣人事庁」の初出は平成20年 1月10日の第10回懇談会に

おいて、元経済企画庁長官でインターネット博覧会などで著名な堺屋太一座長代

理が提出した「公務員制度改革に関する答申（原案）」5）である。本稿では詳述し

ないが、堺屋氏が同庁における公務員の一括採用をはじめ、極めて野心的な提案

を重ねているのが特筆される。なお、この内閣人事庁構想は、前年12月 7日の第

9回懇談会にて堺屋氏が提出した資料にいう「内閣府人事局」構想とほぼ軌を一

にするものである6）。

さて、同原案において、内閣人事庁は大臣庁とされ7）、国家公務員を一括採用

しその育成を担当するとともに、総合職職員8）と一部の専門職職員9）の人事を管

理するといった広汎な権限が与えられている。これらの構想は前記報告書にも概

ね引き継がれ、「総務省人事・恩給局、人事院の中央人事行政に関する部門等の

関連する機能」を統合された機関として位置づけられている10）。

（ 2） 公務員制度改革基本法と内閣人事局設置

これを受け、第一次安倍内閣に代わって登場した福田内閣は、平成20年 4月 4

日に国家公務員制度改革基本法案を提出した。同法案は理念法に近く、直接「内

閣人事庁」の設置根拠となる規定を含むわけではないが、同法案第11条において

「政府は、次に定めるところにより、内閣人事庁を設置するものとし、このため

に必要な法制上の措置について、……この法律の施行後一年以内を目途として講

ずるものとする。」とするとともに、同条第 3号で同庁の長は内閣官房長官の充

て職とすることが定められている11）。しかしながら、同条は衆議院において次の

ように修正された。すなわち、内閣人事庁は内閣人事局に改められ、同局は内閣

官房の一部局として前記事務を分掌することとされた上で内閣官房長官の充て職

規定は削除された12）。

これらの修正を経て、同法案は平成20年 6月 6日に参議院で可決・成立し、同

月13日に公布された。しかしながら、同法の規定にもかかわらず、内閣人事局の

設置は大幅に遅延することになった。その混乱については割愛するが、最終的に

は民主党政権を挟んだ第二次安倍内閣下の平成26年 4月11日にようやく国家公務

員法等の一部を改正する法律案として可決・成立し、同月18日に公布された13）。
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なお、同法により改正された内閣法は、内閣人事局長を内閣官房副長官のうち内

閣総理大臣が指名する者をもって充てることとしている14）。

そして、内閣人事局は、最終的に平成26年 5月30日に設置された。

（ 3） 内閣人事局長

内閣人事局設置の経緯は以上のとおりであるが、局長の補職状況について若干

補足したい。まず、内閣官房副長官は認証官たる15）特別職国家公務員であり16）、

その定員は 3名である17）。この 3名は政治任用ポストであり、法的には誰を選任

しても問題ないが、実際には 2名は政務担当国会議員をもって充て、その余の 1

名は事務担当として職業公務員出身者を登用する慣行がある。国家公務員制度改

革の理念が作用したのか、発足当初の局長にはいずれも衆議院議員の加藤勝信副

長官、次いで萩生田光一副長官が充てられたが、平成29年 8月 3日より警察キャ

リアの杉田和博副長官が局長を務めている。

（ 4） 内閣人事局の任務と移管元

内閣人事局の任務は、前述のとおり、人事行政、機構・定員審査及び幹部人事

の三点である。このうち、機構・定員審査は従前総務省行政管理局によって担わ

れてきた。具体的には、財務省主計局の主計官同様、いくつかの府省を担当する

課長級の管理官が局に直接設置され、その事務を課長補佐級の副管理官以下が分

担するという構造である。

ところで、この管理官は内閣人事局設置にもかかわらず廃止されていない。実

のところ、行政管理局管理官は内閣官房内閣人事局内閣参事官に、副管理官は同

参事官補佐にそれぞれ併任され、総務事務官を本官とする彼らが内閣人事局の内

閣事務官として機構・定員審査に係る事務を行っている18）。このことは、実質的

には内閣人事局設置前とさほど変わらない体制で機構・定員審査が行われている

とも評価でき、機構・定員審査の実情を検討するに示唆的であろう。なお、行政

管理局自体は引き続き行政通則法や業務改革、情報システムに関する事項を所管

しており、管理官にもこれらの事務につき分掌事項が発令されている19）。

2　先行研究

（ 1） 曽我論文の要旨

本研究の直接の先行研究として、曽我謙悟教授の論考20）（以下、「曽我論文」と

政61号.indb   132 2019/05/15   9:44:26



133

いう。）がある。曽我教授は、近年の諸問題の構造的要因の原因を内閣人事局設

置による首相の人事統制の強まりに求める指摘に疑問を呈しつつ、内閣人事局の

機構・定員管理につき数量データを用いた分析を行い、内閣人事局設置後は「よ

りダイナミックな組織リソースの配分」が行われていることを指摘し、「内閣人

事局による組織リソースの管理は、確かに官僚制の流動性を高め、組織変化をイ

ンクリメンタリズムよりダイナミックな性格に変えつつある」と分析する。この

他、政策形成過程や議員の専門性についても分析を加えた上で、霞ヶ関がマトリ

クス型の柔軟な組織となった反面で指揮命令系統が不明確化し、説明責任の追及

を難しくしているとしている。そして、マトリクス型組織が適切かどうかは最終

的に統治パフォーマンスへの評価として有権者の判断に委ねるべきであると論じ

る。

さて、曽我論文が「よりダイナミックな組織リソースの配分」が行われている

とする根拠とは、指定職の定員が10名以上の省庁について、指定職及び行政職俸

給表（一） 9級以上の職員の定員について、当該年度とその前年度、前年度と 2

年度前の増減をプロットして分析したところ、内閣人事局設置後は当該年度の増

減が 1年度前の増減を踏襲しなくなった傾向があるというところにある。

（ 2） 曽我論文に関する考察

曽我論文は、前述のとおり、行政職俸給表（一） 9級以上、換言すれば本府省

課長級以上の職員の定員の変動を基に組織リソースの管理・配分について考察し

ている。無論、課長級以上のいわゆる幹部にスコープを限定して考察する意義は

大きいものがあるが、他方で組織リソースという言葉から直接的に想起されるの

は当該機関の全職員数であろう。また、本府省課長級以上の定員が増減したとし

て、当該省庁のリソースに変動が生じたといえない場合も多々あると考える。

例えば、先述の行政管理局管理官については、機構・定員審査の時期を中心に

その職務のエフォートは本官たる管理官（総務事務官）としてのものよりも併任

先の内閣人事局内閣参事官（内閣事務官）としてのそれが上回っている可能性が

ある。さて、このような場合、組織リソースの観点から見れば、当該管理官の定

員が形式上総務省にあることにどれだけ大きな意味があるだろうか。あるいは、

もっと極端に、「A省の課長級職員を大臣官房付に異動させ、当該職員は内閣官

房への併任出向の扱いで内閣参事官として内閣官房に常駐する」というケースと、

「B省の課長級職員を内閣参事官として出向させ、その分の定員は B省から内閣
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官房に移す」21）というケースを検討してもよい。この場合、A省でも B省でも課

長級職員を 1名内閣官房に拠出したという実態に何ら変わりはないが、A省では

課長級の定員に変動はないのに対し、B省では定員が 1名減少することになる。

また、近年では、職務の級の格付けの変更については、一貫して切り上げ2000

官職弱、切り下げ3000官職強となっているが22）、従前は課長級、すなわち行政職

俸給表（一） 9級であった官職が同 8級になった場合でも、見かけ上は課長級以

上の定員が減少することになる。

以上の観点から、また、定員審査があくまでも当該機関の全部に及ぶものであ

ることに鑑みても、定員審査の全体像をより的確に把握するには、職員の総数に

ついてその変化を確認することがまず必要であろう。

（ 3） 出雲論文の要旨

次に、本研究に関連して、出雲明子准教授の論考23）（以下、「出雲論文」という。）

がある。出雲論文では、機構・定員審査と並んで内閣人事局の一大任務である幹

部人事に焦点を当て、幹部公務員のキャリアパスの変容を通じて同局設置の影響

を検討することを眼目としている。同論文では、内閣人事局による適格性審査と

任免協議に主眼を置き、第一に資格任用制が適用される一般職の官僚人事、次い

で特別職の政治任用公務員の人事について事例研究を行っている。

その結果として、菅義偉内閣官房長官が自ら語っているとおり、内閣人事局設

置後の幹部人事では女性の登用と府省間交流人事が顕著に増加していることを裏

付けるとともに、交流人事の対象となる幹部ポストには不祥事に関係するものが

あるといった例が示される。また、農林水産省における事務次官へのキャリアパ

スが変容しつつあることも示されている。また、政治任用ポストの特別職にあっ

ては、内閣の重要政策や首相秘書官を軸とする特異な事例を取り上げており、全

体的な結論として、資格任用制が骨抜きにされかねない現状を指摘し、公務員に

求められる専門性の確保のために幹部公務員の客観的な評価の必要性を説いてい

る。

3　仮　説

本研究では、第 1節第 4項の示唆も踏まえ、定員管理について内閣人事局設置

前後で有意な変化は認められないという仮説を立てる。なお、曽我論文で指摘さ

れた「ダイナミズム」をいかに説明するのかについては、内閣人事局が設置され

政61号.indb   134 2019/05/15   9:44:26



135

た平成26年前後は、未だ平成23年の東日本大震災の爪痕が深く残っており、ひと

まずは復興に関する諸施策が強く推進されていた時期であるという特殊要因で大

方の説明がつくと考える。

4　分析対象及び分析手法

（ 1） 分析対象の画定

まず、本稿においては、便宜のため、国家公務員の定員に代えて、総務省統計

局の「政府統計の総合窓口」において提供される一般職国家公務員在職状況統計

表（人事統計報告）24）における毎年度 7月 1日時点の一般職職員の在職人数を分析

対象とする。期間としては、同統計表が提供されている平成21年度から平成30年

度までを対象とする。

これを対象とするには、各機関における定員の充足率は少なくとも大きく経年

変化をしないという仮定に立つ必要があり、これは概ね満たされていると考える

が、厳密性において欠けるところがあるというご批判がありうるかもしれない。

なお、検察官25）及び自衛官26）はそれぞれ定年に達したとき及び定年に達した日

の翌日に退官するが、いずれも今回取り扱う統計の対象には含まれていないので、

3月31日付の定年退職27）者の影響によって定員充足率が低下し、翌 4月 1日に

新規採用者により充員がなされ、その後は小幅な変動に留まるという大勢に変動

はないと考えられる。

そして、各府省は概ねその外局も含めて機構・定員審査を受けているとの見地

から、ほとんどの外局については本府・本省に合算して計算する。ただし、宮内

庁28）、公正取引委員会29）、警察庁30）、金融庁31）及び原子力規制委員会（事務局で

ある原子力規制庁を含む。）32）はそれぞれ独自にカウントした。

なお、それぞれ特殊要因のため、復興庁33）、個人情報保護委員会34）及び防衛省

（防衛装備庁を含む。）35）は本稿の検討からは除いた。また、会計検査院及び人事院

については内閣人事局による審査の対象外であるが、参考のために掲載した。

（ 2） 分析手法

分析手法としては、当該年度とその前年度の在職者数の変動の割合（以下、「変

動率」という。）を比較する方法を用いた。そして、大きな変動が見られるものに

ついてはその要因を検討し、概ね同じ所管事務の範囲に対しての在職者数の変動

として大きなものに着目することとした。
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Ⅱ　在職者数の変動に関する分析

1　総　説

まず、在職者の総数の推移については図表 1、変動率の推移については図表 2

のとおりである36）。

これらの図からは、平成22年度以降、定員が微減傾向にあること、そして平成

26年度ないし平成27年度からは概ね定員数に変動がないことが窺える。なお、平

成21年度から平成22年度にかけての急激な減少は、後述のとおり、社会保険庁等

が廃止され、日本年金機構が設置されたことによるものである。なお、図表 1以

降、便宜のため、内閣人事局による機構・定員審査結果が反映され始めた平成27

年度以降の年度名の前に *を附している。

以上より、総論として、平成21年度以降、総務省行政管理局及び内閣人事局に

よる定員審査では、一般職職員の総定員というパイ自体は所与のものとして、こ

れをいかに配分するかということに焦点があると考えられる。なお、自衛官を除

く防衛省職員を含む常勤の職員の総数については、行政機関の職員の定員に関す

る法律によるシーリングがなされており、かつ、同法はさほど頻繁に改正されて

いないため、同法の規律は比較的固いものと評価しうる。ただし、同法第 1条第

1項の規定による総定員の限度は33万人強であり、図表 1の在職者数との間には

防衛省本省及び防衛装備庁の職員数を加えてもかなりの開きがある水準で安定し

ている。これは、新規増員を厳しく抑制する方針37）が十分に機能していること

を示していると考えられる。

なお、この方針の例外として、中央省庁等改革基本法38）第 9条第 3項は、「内

閣総理大臣の職務を直接に補佐する体制を整備するため、内閣総理大臣補佐官及

び内閣総理大臣秘書官の定数の在り方を弾力的なものとするほか、内閣官房の定

数管理を柔軟なものとすることができるよう、必要な措置を講ずるものとする。」

と規定しており、これを受けて現在では指定職俸給表適用職員で47名39）行政職

俸給表（一）適用職員で33名40）のいわゆる柔軟化定数が措置されている41）。

次に、年度及び機関ごとの在職者数の変動率の推移を集計したのが図表 3であ

る。同図表の分析は次項に譲る。
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2　特殊要因の検討

さて、図表 3の分析に先立ち、前述のとおり極端な増加及び減少について、特

殊要因によるものでないかを確認する。なお、極端な増加及び減少には当てはま
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270,000
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285,000

290,000

295,000

図表 1 　総在職者数推移

出典　総務省統計局『一般職国家公務員在職状況統計表（人事統計報告）』により筆者作成。
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図表 2 　前年比総在職者変動率推移

出典　総務省統計局『一般職国家公務員在職状況統計表（人事統計報告）』により筆者作成。
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らないものの、平成24年度に復興庁が設置された関係により、関係省庁42）の定

員に若干の減少が見られる。

（ 1） 社会保険庁の廃止によるもの

平成22年度における厚生労働省の変動率が63％という極めて特異な値を示して

いるが、これは前節で述べたとおり、社会保険庁の廃止によるものである。

（ 2） 除染事務の移管によるもの

平成24年度以降、環境省の変動率が急激に伸びているが、これは東日本大震災

における東京電力株式会社43）福島第一原子力発電所の事故に伴い、除染に関す

る事務が同省の所管するところとなったためである。

（ 3） 国有林野事業関係職員の一般職化によるもの

平成25年度において、農林水産省の変動率がかなり高くなっているが、これは

国有林野事業を行う国の経営する企業に勤務する職員の給与等に関する特例法44）

が廃止され、国有林野事業に従事する職員が一般職に編入されたことによるもの

である。

（ 4） 原子力安全事務の移管によるもの

平成25年度において、経済産業省の変動率が低くなっているが、これは資源エ

ネルギー庁の特別の機関であった原子力安全・保安院が廃止され、同院の所管し

ていた事務（産業保安等に係る事務を除く。）が環境省の外局である原子力規制委

員会に移管されたことによるものである。具体的には、資源エネルギー庁の在職

者数は前年比で750人減少したのに対し、その余の産業保安等に係る事務を移管

された経済産業省本省は55名の増加、新設の原子力規制委員会は509名の在職と

なっている。その余の資源エネルギー庁職員は環境省本省等に出向したものと考

えられるが、除染事務に関する純増との切り分けはできなかった。

（ 5） 内閣人事局及び国家安全保障局の設置によるもの

平成26年度において、内閣官房の変動率が急激に高まり、人事院及び総務省の

変動率は低下している。この主因は、内閣人事局設置により、人事院及び総務省

の関係職員が内閣官房に出向したことによるものである。具体的には、内閣官房
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の在職者数は前年比で190名の増加となっており、これに対して人事院は20名、

総務省は135名それぞれ減少している。内閣官房の増員数と人事院及び総務省の

減員数との差は、内閣官房、人事院及び総務省における同時期他部門の増員、こ

れら 3機関以外の機関（内閣府本府など）との出向人事並びに同時期に設置され

た国家安全保障局への定員措置によるものであると考えられる。

（ 6） 内閣サイバーセキュリティセンターの設置等によるもの

平成28年度において、内閣官房の変動率が比較的高い値を示しているが、この

うちの一定程度は内閣サイバーセキュリティセンター設置によるものであると考

えられる。ただし、同センターは他府省の事務の移管を受けて設置されたという

よりも、従前の内閣官房情報セキュリティ対策推進室を発展的に改組して設置さ

れた機関というべきであり、この点については、その他の同時に取られた増員措

置と併せ他の特殊要因とは区別すべき純増という側面が強いと考えられる。

3　分　析

（ 1） 総　論

以上を前提として考察すると、少なくとも総定員というパイ（リソース）の分

配という観点から見れば、内閣人事局がダイナミズムをもって審査を行うように

なったと評価しうる材料は極めて乏しい。すなわち、図表 3における大きな変動

は概ね前節にいう特殊要因で説明がつくものであって、何か政策的かつ機動的に

リソースの再配置が行われた形跡は見られない。また、曽我論文におけるデータ

からは、内閣人事局設置以前では本府省課長級以上の再配置が一定の傾向に沿っ

ていたことが指摘されてはいるが、例えば平成30年 7月 1日時点で行政職俸給表

（一）が適用される職員は約15万名在職しているところ、10級及び 9級の職員数

は1800名にも満たないことからすれば、偶然による誤差の影響を排除しきれない。

また、第Ⅱ章第 2節で指摘したように、内閣官房等に関連する組織再編が続いて

いるといった事情により、ある程度の規模を有する見かけ上の変動が複数並行し

て生じていることも一因であろう。

（ 2） 第二次安倍政権下での定員管理方針

また、第二次安倍政権になって、経産官僚が主導する内閣官房の機能強化が強

調されたり、いわゆる骨太の方針に伴い治安・外交・CIQ45）関連の官庁が力を増
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すような指摘も耳にするが、実際のところ定員管理に表れる範疇ではこれらの要

素はそこまではっきりと反映されているとは認められない。

まず、内閣官房についてである。内閣官房については第Ⅲ章で詳述する併任と

いう要素をひとまず措いて検討するが、先述の平成26年度の伸び率を除けば、そ

こまで大規模な増員は認められない。ただし、平成27年に内閣官房及び内閣府の

所掌についてある程度の整理がなされた46）にもかかわらず定員が全く減少して

いないことは特筆に値しよう。

次に、経済産業省については、図表 3のとおり、内閣人事局設置以降一貫して

微減傾向が続いている。後述する内閣官房への併任出向による人員拠出がとりわ

け大きいであろうことを加味すれば、むしろ本省や地方支分部局等の事務に従事

する職員は純減の一途を辿っているのではないだろうか。少なくとも、定員審査

の側面において、経済産業省が優遇されているというような事実は全く見られな

い。

そして、治安・外交・CIQの 3分野についてみる。

治安に関係する警察庁、法務省（刑事、矯正及び保護の各局並びに検察庁が担当）、

公安調査庁及び海上保安庁、外交に関係する外務省並びに CIQに主に携わる法

務省（入国管理局47）が担当、再掲）48）を抽出して在職者の実数及び変動率を算出し

たのが図表 4及び図表 5である。これらを見る限り、いわゆる内閣の重点政策と

呼ばれる政策を所管する機関であっても、必ずしも潤沢な定員措置を受けている

わけではないと言わざるを得ない。なお、平成29年度以降は前記全機関において

変動率が100％を超えてはいるが、全体と比較すれば大きな伸びと評価すること

は難しい。また、近時の伸びは東京オリンピック・パラリンピックを見据えた時

限増員を多く含んでいることにも留意すべきであろう。

（ 3） 内閣人事局設置前後の傾向比較

ただし、前節第 1項及び第 6項で触れた内閣官房の増員に関しては、唯一政策

的なリソース分配がなされたといえる余地を残している。この点について、内閣

人事局設置前後の同期間を取り上げて 5年スパンでの変動率を比較したのが図表

6である。

ここから、内閣官房の職員数は一貫して増加しているものの、内閣人事局設置

後はむしろ伸び率が鈍っていることが分かる。他の機関にあっても、際立って大

きな変動は見られない。また、総定員の厳格な管理に努める方針は、むしろこの
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図表 4 　治安・外交・CIQ 関係官庁在職者実数

省庁名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

警察庁  7,937  8,043  8,058  8,099  8,049 

法務省 47,381 47,434 47,555 47,498 47,228 

公安調査庁  1,471  1,489  1,489  1,492  1,459 

外務省  5,536  5,585  5,577  5,576  5,515 

海上保安庁 12,361 12,467 12,526 12,515 12,380 

省庁名 平成26年度 *平成27年度 *平成28年度 *平成29年度 *平成30年度

警察庁  8,054  8,042  8,056  8,083  8,179 

法務省 47,489 46,532 46,763 47,067 47,171 

公安調査庁  1,435  1,429  1,451  1,490  1,504 

外務省  5,568  5,672  5,698  5,842  5,902 

海上保安庁 12,401 12,719 12,581 12,638 12,800 

出典　総務省統計局『一般職国家公務員在職状況統計表（人事統計報告）』により筆者作成。

図表 5 　治安・外交・CIQ 関係官庁在職者変動率

省庁名 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

警察庁 ― 101.33552％ 100.18650％ 100.50881％  99.38264％

法務省 ― 100.11186％ 100.25509％  99.88014％  99.43156％

公安調査庁 ― 101.22366％ 100.00000％ 100.20148％  97.78820％

外務省 ― 100.88512％  99.85676％  99.98207％  98.90603％

海上保安庁 ― 100.85754％ 100.47325％  99.91218％  98.92129％

省庁名 平成26年度 *平成27年度 *平成28年度 *平成29年度 *平成30年度

警察庁 100.06212％  99.85101％ 100.17409％ 100.33515％ 101.18768％

法務省 100.55264％  97.98480％ 100.49643％ 100.65009％ 100.22096％

公安調査庁  98.35504％  99.58188％ 101.53954％ 102.68780％ 100.93960％

外務省 100.96102％ 101.86782％ 100.45839％ 102.52720％ 101.02705％

海上保安庁 100.16963％ 102.56431％  98.91501％ 100.45306％ 101.28185％

出典　総務省統計局『一般職国家公務員在職状況統計表（人事統計報告）』により筆者作成。
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表に顕著に表れているといえよう。なお、このデータは、あくまで内閣人事局の

影響をみるためのものであって、政権交代というファクターの影響を抽出したも

のではないという点に注意するべきである。

（ 4） 総　括

以上の各データからいえば、内閣人事局設置によってリソース配分がダイナ

ミックに行われるようになったということはできず、むしろ同局の査定方針は行

図表 6 　内閣人事局設置前後の傾向比較

年度／機関名 平成26年／
平成22年

平成30年／
平成26年 差し引き

会計検査院  96.21749％  97.54300％ 1.32550％
人事院  95.17134％  98.36334％ 3.19200％
内閣官房 132.02329％ 115.65601％ －16.36728％
内閣法制局  98.59155％ 101.42857％ 2.83702％
内閣府（含消費者庁） 100.51875％ 106.15324％ 5.63448％
宮内庁  98.09725％ 103.44828％ 5.35102％
公正取引委員会 105.32623％ 101.01138％ －4.31485％
警察庁 100.13676％ 101.55202％ 1.41526％
金融庁 103.32880％  98.61933％ －4.70947％
総務省（含公害等調整委員会、消防庁）  93.50871％  93.88788％ 0.37917％
法務省（含公安審査委員会、公安調査庁） 100.00204％  99.49109％ －0.51095％
外務省  99.69561％ 105.99856％ 6.30295％
財務省（含国税庁）  94.94092％ 101.70611％ 6.76518％
文部科学省（含スポーツ庁・文化庁）  94.68864％ 101.06383％ 6.37519％
厚生労働省（含中央労働委員会・社会保険庁）  96.03757％ 100.44453％ 4.40696％
農林水産省（含林野庁・水産庁） 114.36624％  92.18630％ －22.17994％
経済産業省（含資源エネルギー庁・特許庁・
中小企業庁）  91.77581％  98.57290％ 6.79709％

国土交通省（含観光庁・気象庁・運輸安全委
員会・海上保安庁）  95.31205％  98.83203％ 3.51997％

環境省 142.85714％ 111.27907％ －31.57807％
原子力規制委員会 ― 108.62832％ ―

総定員  98.43183％  99.76806％ 1.33623％

出典　総務省統計局『一般職国家公務員在職状況統計表（人事統計報告）』により筆者作成。
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革ムードが高揚して以来の厳格な定員管理の方針をしっかりと受け継いでいるも

のであると評価するべきであろう。また、いわゆる官邸の鶴の一声で劇的な定員

再配置が行われているということもできず、結果的には内閣の重要政策に深く関

わる機関であっても他機関同様の規律に基づく審査を受けていると評価するべき

である。むしろ、そのような要請には一つの機関内における再配置、あるいは各

職員の業務量を増やすことで対応している部分が大きいと考えられる。

Ⅲ　内閣官房及び内閣府への併任者に関する検討

1　総　説

平成13年の中央省庁再編は、本稿の主要な関心である人事行政そのものを変革

する目的に出たものではないが、内閣官房との関わりにおいて言及を避けられな

い。内閣官房及び内閣府が、政治主導の文脈においていわゆる司令塔的役割は増

す一方であるが、その嚆矢は臨時行政調査会（第一次臨調）にまで溯ることがで

きる。その歴史的経緯については参議院内閣委員会調査室五十嵐吉郎氏の論

考49）に詳しいので参照されたい。

さて、本章において取り上げるのは、内閣官房及び内閣府への併任者について

である。第Ⅰ章 2項第 2節で言及したように、ある官職にある職員が他の官職に

併任を命ぜられ、事実上併任先に常駐するようなケースでは、機構定員上は変動

が生じなくとも、実際には定員が移ったに等しい効果が発生することが往々にし

てある。とりわけ、独自に総合職職員を採用していない内閣官房や、総合職職員

を採用していても沖縄振興関係などの旧総理府系の業務、あるいは旧経済企画庁

系の部局を中心としたキャリアパスで処遇する内閣府では、その職員の多くを他

省庁からの出向者に頼ることとなる。その結果、特に内閣官房及び内閣府におい

て、新たな政策課題や各省を横断する政策を担当する部局50）において、中央省

庁再編後にはかなりの数の出向者が存在していることが推認される。

しかしながら、平成13年以来、内閣官房の定員は 3倍弱に増えているとはいえ、

必ずしも現在の内閣官房が果たしている役割に見合った定員が措置されていると

はいえない。このような考察を傍証する事実の一つとして、内閣情報調査室の定

員がある。内閣官房には、次官級の内閣情報官をトップとする内閣情報調査室が

あり、内閣情報調査室には情報収集衛星を運用し得られた画像を分析する内閣衛

星情報センターが設置されている。そして、内閣衛星情報センターの定員は平成
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13年度で164名、平成23年度で219名51）であり、160ないし200名程度と思われる

内閣情報調査室本体の定員52）を合わせれば、内閣官房のこれ以外の部局におい

て有する定員はかなり少なくなるのである。

このことから、実際には内閣官房には定員に現れない併任出向者が多数常駐し

ていることが予想される。事実、そのような指摘は随所より上がっている。一例

として、人事院の年次報告書では、「本府省で勤務する職員の人事管理を担当す

る部局（職種等の別による人事グループごとに15部局）を対象に行った聞き取りの

結果」として、「平成13年の中央省庁等改革以降、内閣機能強化のため各府省か

ら内閣官房等への出向が増加し、そのことが各府省本体の人材確保に影響を与え

ている等の意見が多かった。」との記述が見られる53）。そして、併任出向者は出

向元の定員として計上されるため、実質的には出向元において定員が減少したに

等しい効果が生じるのである。従って、この併任出向者の数を正確に摑むことは、

リソース配分の動向を正確に把握するために必須であると考えられる。

2　勤務者数の推移

しかしながら、併任出向の実情を摑むことはかなり難しい。その理由として大

きく二点を挙げることができる。第一に、一口に併任発令を受けたといっても、

本官と兼官とでどちらにどれだけのリソースを配分して勤務しているかは様々で

あることが挙げられる。例えば、形式的に官房付を本務として併任先である内閣

官房に常駐している場合から、他省の審議会における非常勤委員に併任される場

合のように事実上併任先での業務はほぼ行わない場合まであり、これらは精々常

勤・非常勤の区別ができるのみで、それ以上のエフォート配分については法令上

ではなく事実上のものに過ぎず、その濃淡が公式な統計の類に出てくることも管

見の限りではないからである。

さらに、内閣官房は人事に関係するデータが特に入手しにくく、例えば法務省

が『法務年鑑』として公表しているような詳細な部局別定員定員データはおろか、

概ね各府省が横並びでウェブサイトに掲載している課長級以上の幹部名簿54）も

ないことから、幹部人事を手がかりとした分析を行うことも難しい。

さらにいえば、これらの理由のほか、「二枚看板」という内閣官房及び内閣府

の特殊な慣行がある。この二枚看板については、「企画立案・総合調整事務とと

もに関連の事務・事業の実施が必要な場合に、内閣官房が企画立案・総合調整事

務を、分担管理事務を所掌する内閣府が関連の事務・事業の実施を担当すること
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があるが、これは両組織にまたがる業務として、いわゆる二枚看板と呼ばれてい

る。」55）との解説が簡明であろう。こうした二枚看板が実際に行われた最近の例

としては、皇位継承式典事務局が挙げられよう。皇位継承式典事務局の根拠規定

には、「天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う式典委員会及び天皇陛

下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う式典実施連絡本部に係る事務を処理し、

天皇陛下の御退位及び皇太子殿下の御即位に伴う式典の挙行に向けた諸準備を行

うため、内閣官房及び内閣府が共同して、皇位継承式典事務局（以下『事務局』

という。）を設置する。」56）とある。ここでいう「共同して」という文言は、法的

には内閣官房及び内閣府にそれぞれ同名の「皇位継承式典事務局」が設置され、

職員はその双方に配置されると整理することができよう。このことは、事務局長

である山崎重孝前総務省自治行政局長57）が、内閣官房内閣総務官室内閣審議官

を本官とし、内閣官房の皇位継承式典事務局長を命ぜられ、さらに内閣府大臣官

房付に併任され、内閣府の皇位継承式典事務局長を命ぜられていることからも理

解できる。

このような状況の中、前掲瀬戸山論文に行政改革推進本部事務局資料を典拠と

する内閣官房における定員・併任者数の推移に関する表が掲載されている（図表

7として引用。）。なお、平成27年度以降のデータを入手することはできなかった。

この表からは、内閣官房への併任出向者が最新の平成26年度では元々の定員

（1024名）のほぼ倍に当たる1905名おり、そのうち常駐者は910名に上ることがわ

かる。そして、併任者に占める常駐者の割合は平成19年度より急激に低下してい

るから、平成18年度以前は出向者のかなりの割合が常駐者であったと考えるので

あれば、内閣官房の実質的な態勢は、平成12年度から平成26年度に至るまで、概

ね定員の倍前後であったと予想される。また、これらのデータをグラフにしたの

が図表 8である。

このグラフからは、内閣官房が一貫してその全職員の半数以上を併任者が占め

ているという特殊な状況がわかる。また、これら併任者を含めた在職者数の合計

が、定員に比べて目覚ましい速さで増加していることがはっきりと見て取れる。

平成27年度以降のデータが得られていないことが悔やまれるが、平成30年度に至

るまで内閣官房の定員が一貫して増加していることを踏まえれば、出向者につい

ても大幅な傾向の変化はないものと予想することができる。

また、内閣官房ほどの規模ではないものの、内閣府への出向者数もまた多数に

上る。これを図表 7と同様に示したのが図表 9である。また、図表 8と同様にグ
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図表 7 　内閣官房における定員・併任者数の推移

年度 平成12
年度

平成13
年度

平成14
年度

平成15
年度

平成16
年度

平成17
年度

平成18
年度

平成19
年度

定員 377 515 598 627 648 665 679 702 

併任者
併任者

445 539 637 660 732 741 759 
937 

常駐者 642 

合計 822 1,054 1,235 1,287 1,380 1,406 1,438 
1,639 

1,344 

年度 平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

平成26
年度

―

定員 716 737 804 817 807 818 1,024 ―

併任者
併任者 1,045 1,105 1,176 1,278 1,524 1,645 1,905 ―

常駐者 627 664 652 754 866 804 910 ―

合計 
1,761 1,842 1,980 2,095 2,331 2,463 2,929 ―

1,343 1,401 1,456 1,571 1,673 1,622 1,934 ―

※定員は各年度末定員、併任者は各年 4月 1日時点（14～16年度は当該年度の 3月 1日時点）。
※併任欄の下段の数字は常駐併任者数で内数。常駐併任者数は、平成18年度以前は集計困難。
※合計欄の下段の数字は定員と常駐併任者数の合計。
出典　前掲瀬戸山注55の表 3の体裁を筆者において一部改めた。
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図表 8 　内閣官房における定員・併任者の推移と割合

出典　前掲瀬戸山注55の表 3を基に筆者作成。
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ラフ化したのが図表10である。

内閣府に関しては平成12年度の併任者内数及び各年度の常駐併任者数のデータ

が存在しないものの、以上のデータから読み取れる内閣府の特徴としては、併任

者の割合は内閣官房ほど高くない反面近年急激に上昇していることが挙げられよ

う。

図表 9 　内閣府における定員・併任者数の推移

年度 平成
12年度

平成
13年度

平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

定員 1,200 1,171 1,178 1,245 1,256 1,323 1,339 1,359

併任者 ― 182 238 278 302 328 283 350

合計 ― 1,353 1,416 1,523 1,558 1,651 1,622 1,709

年度 平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

―

定員 1,447 1,379 1,391 1,389 1,352 1,359 1,343 ―

併任者 377 397 420 475 564 647 689 ―

合計 1,824 1,776 1,811 1,864 1,916 2,006 2,032 ―

※沖縄総合事務局の定員を除く。
※定員は各年度末人数（26年度は 5月30日時点）。 
※併任者は、13年度本府11月 1日時点、25年度本府 1月31日時点、その他各年度は 4月 1日時点
の人数。非常駐者を含む。 

出典　前掲瀬戸山注55の表 5の一部を抜き出し、体裁を筆者において一部改めた。
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図表10　内閣府における定員・併任者の推移と割合

出典　前掲瀬戸山注55の表 5を基に筆者作成。
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3　管理職の任用について

次に、これら出向者がどのような階層に多いのかについて検討する。内閣人事

局が毎年公表しているデータとして、「管理職への任用状況等に関する公表」が

ある。これは、採用試験別の管理職員への登用数や昇進スピードなどを取りまと

めたものであるが、その中には課長級及び室長級における府省別の他府省からの

出向者数のデータがある。内閣官房にあっては、生え抜きの職員で室長級はとも

かく課長級に至る者はかなり少ないと考えられるから、このデータはほぼそのま

ま全勤務者の人数として取り扱うことができる。

このデータによる内閣官房における課長級及び室長級の勤務者を「勤務者数」、

そして第Ⅰ章第 4節第 1項において言及し、各表の典拠とした「一般職国家公務

員在職状況統計表（人事統計報告）」において、内閣官房における行政職俸給表

（一）の課長級相当（10級及び 9級）各合計在職者数を「在職者数」としてグラフ

にしたのが図表11である。

なお、内閣官房では内閣情報調査室のみ国家公務員採用一般職試験合格者の中

から独自の職員採用を行っているものの、その採用者数はこれまでのところ年間

10名を上回る規模ではない。また、同室のパンフレットによれば、同室に採用さ

れた職員は概ね在職20年で課長補佐級に昇進するとされているが、室長級に至る
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平成26年度 平成27年度* 平成28年度* 平成29年度* 平成30年度* 
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図表11　勤務者数・在職者数推移（課長級）

出典　内閣官房内閣人事局『管理職への任用状況等に関する公表』及び総務省統計局『一般職国
家公務員在職状況統計表（人事統計報告）』を基に筆者作成。
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までの年数は例が少ないこともあってか記載されていない。そして、同パンフ

レットの記述からは、同室プロパーの職員であっても室長級の調査官や課長級の

内閣参事官への昇進自体はありうると読める58）。なお、内閣情報調査室の職員は、

警察庁や公安調査庁の職員とは異なり公安職ではなく行政職である。

また、課長級には10級及び 9級の職員が充てられるのが原則であるが、内閣官

房の級別定数表には 8級の内閣参事官が17名掲げられていることに留意を要する。

以上を前提として、これらの表の読み取り方は、「勤務者数」は併任以外を含

む全出向者及び内閣情報調査室プロパー職員の総数、「在職者数」は併任以外の

出向者数及び同室プロパー職員の総数であると整理することができる。そして、

同室プロパー職員が両者に重複計上されていることになるから、勤務者数から在

職者数を差し引いた数は併任出向者数とほぼ等しくなる。

ここから読み取ることができるのは、内閣参事官に代表される課長級職員にお

いて、併任出向者の数は概ね150人前後で大きな変動は見られないということで

ある。これは図表 9の傾向とかなり趣を異にするが、次のように仮説を立てるこ

とができよう。すなわち、内閣官房においては、当初は「官邸スタッフ」として

の内閣参事官が併任出向の形を取り多く各府省から集められていたが、次第に彼

らが出身元なりその他の府省庁なりから部下となる室長級以下の職員も呼び寄せ

る形で、政策スタッフというよりはむしろ実働部隊の長として内閣官房における

ライン的な役割を果たすように変容したというものである。もっとも、この点に

ついては平成27年度以降の出向者に関するデータないしは平成25年度以前の管理

職任用状況に関するデータがなければ確実に証明することができないものである

から、これらに関する考察は他日を期すこととしたい。

4　分　析

以上に加えて若干の分析をすると、まず、常駐併任者の数は平成26年度で内閣

官房及び内閣府を合計して少なくとも千数百人程度いることを読み取れる（図表

12も参照のこと。）。また、これとほぼ同数の非常駐併任者が存在することになる。

その上、かなり大雑把にはなるが、併任でない出向者数も千名程度存在すること

が予想される。

そして本府省に勤務する職員は概ね 3万 5千名強59）であり、ここから内閣官

房及び内閣府本府の職員数を差し引いた概ね 3万名台前半のうち約 1割前後が何

らかの形で内閣官房または内閣府に出向しているのが実情というところであろう。
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これをどのように評価するかは自明とまではいえないが、少なくとも平成27年度

の時点で人事担当者をして「各府省本体の人材確保に影響を与えている」と言わ

しめる程度には内閣官房等への出向が各府省における人事行政上の負担となって

いることからすれば、その影響を過小評価することはできない。特に、これに加

え課長級で50名程度の併任でない出向者が存在すること、そして折からの定員合

理化によって定員情勢が極めて厳しい中で貴重な政策立案能力を有する戦力をこ

れだけ抽出せざるを得なくなっていることが、各省庁において重荷になっている

ことは想像に難くない。

他方で、この傾向は少なくとも平成27年時点で人事院の年次報告書に掲載され

る程度に顕著であったということは、内閣人事局が設置されたことでこれが生じ

たと評価することは全くできないというべきである。もっとも、内閣人事局が形

式的には身内に当たる内閣官房の定員審査を厳正に行えるのかという、いわば制

度的保障が外れたことによる不安が理論上存在しないとまでいうことはできない

が、これまで縷々述べてきたように、内閣人事局の設置前後で定員審査の方向性

に大きな変動が見られないこと、そして内閣人事局の実務に当たる職員は引き続

き総務省行政管理局出身者がメインとなっていることを踏まえれば、この点は杞

憂に終わろう。

むしろ、機構定員審査によるリソース配分の枠外において併任出向という形で

人材の供出がここまで大規模に行われているということの方が、定員全体を大枠

として捉えたときには極めて重要なトピックであるといえる。

図表12　内閣官房及び内閣府への併任出向者数

年度 平成
12年度

平成
13年度

平成
14年度

平成
15年度

平成
16年度

平成
17年度

平成
18年度

平成
19年度

内閣官房 445 539 637 660 732 741 759 937 

内閣府 ― 182 238 278 302 328 283 350 

合計 445 721 875 938 1,034 1,069 1,042 1,287 

年度 平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

―

内閣官房 1,045 1,105 1,176 1,278 1,524 1,645 1,905 ―

内閣府 377 397 420 475 564 647 689 ―

合計 1,422 1,502 1,596 1,753 2,088 2,292 2,594 ―
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Ⅳ　総　括

以上の検討からすれば、内閣人事局設置前後の変化は、定員管理という府省横

断的なリソース配分の場面ではほぼ仮説のとおりかなり局限されていると評価し

うる。他方で、内閣官房及び内閣府の態勢強化というファクターは各省庁におけ

る人事行政に重くのしかかっていることが確認できたが、これは内閣人事局の定

員管理の方針変化によるものではなく、定員管理の枠外で行われる併任出向の影

響が大きいといえる。

つまるところ、内閣人事局は、人事行政機関としては移管元の姿勢を堅持して

おり、各種事務が移管されたことそれ自体によってドラスティックな変化がもた

らされたとは評価できない。むしろ、各報道や論考において指摘されるように、

同時に導入された幹部人事管理のツールとしての機能の方が目立っていると言わ

ざるを得ない。すなわち、内閣人事局設置に伴う主たる変化は、先に紹介した出

雲論文の指摘を受け入れるとすれば「官邸が主導したとされる人事には、政権の

重要政策への人材の集中、首相の個人的な信頼、首相秘書官経験者の抜擢、若手

職員の抜擢といった特徴」60）を有するというべきであるが、出雲が主語を「官邸」

としていることからもわかるように、これは優れて属人的なものであり、内閣人

事局という機関、仕組みないし改革に必然的に伴うものではない。なお、幹部人

事や政策スタッフの選抜に属人的要素があることが現政権に限った特徴であると

いう趣旨は全くない。

また、そのような人事では、高級官僚やいわゆる族議員といった多様なアク

ターが存在するのであって、本稿はその中での短期的な変動を分析しようとする

ものではなく、そうした分析の結果をもって内閣人事局という機関自体を評価す

るべきではないという趣旨に尽きる。むしろ、機構定員審査の場面にあっては、

内閣人事局ひいては査定それ自体の影響力は、併任出向というファクターが存在

感を引き続き増すことにより、相対的に減少しているとすら評しうるだろう。

そして、このような傾向は、次の二点から好ましいことであるとは評価できな

い。第一に、行政全体を俯瞰して適切に人的資源を配分するという機能は、その

配分が現実に実行されなければ何の意味も持ち得ず、むしろ害すら生みかねない

からである。すなわち、配分したリソースの 1割が当初の目論見とは異なった形

で用いられるとすれば、その配分がリソースの必要量を厳密に捉えていればいる
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ほど、配分を受けた組織としては深刻な人手不足に陥ることになるのである。第

二に、各機関ごとの定員が額面どおりに捉えられないということは、行政の国民

に対する説明責任との観点から必ずしも適切ではないであろう。まずは併任者に

関する実情を詳らかにし、その上で然るべき定員の計上の在り方を実現し、その

上で行政ニーズに依拠した実員を各府省庁に適切に分配することは、政府全体と

して適切な政策の立案及び実施に係る能力を維持及び向上させていく上で欠くこ

とはできないだろう。

その上で、内閣人事局それ自体の評価は、同局が次やその次の政権でいかに機

能するかという中長期的な視座をもって注視し、属人的要素を排して評価しなけ

れば正当になし得ないだろう。
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8） 概ね現在の国家公務員採用総合職試験合格者と同一概念であると考えられる。
9） 同原案において、一般職公務員は総合職、専門職及び一般職の三種に区別され、
専門職にあっては専門的技術をもって採用され、公募や国籍要件の緩和が提言さ
れている。

10） 前掲首相官邸注 4、12頁。
11） 衆議院『議案本文情報　国家公務員制度改革基本法案　提出時法律案』（http://

www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/houan/g16909075.

htm）。
12） 衆議院『議案本文情報　国家公務員制度改革基本法案に対する修正案』（http://

www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/honbun/syuuseian/2_2A22.

htm）。
13） 衆議院『国家公務員法等の一部を改正する法律案　議案審議経過情報』（http://

www.shugiin.go.jp/internet/itdb_gian.nsf/html/gian/keika/1DB6D62.htm）。
14） 内閣法第21条第 4項。
15） 内閣法第14条第 2項。
16） 国家公務員法第 2条第 3項第 5号。
17） 内閣法第14条第 1項。
18） ただし、一部については内閣参事官に定員を置き、管理官を充て職化する場合
もある。例として、平成27年度機構審査における業務・システム改革総括担当管
理官がある。

19） 総務省『総務省幹部職員名簿』（http://www.soumu.go.jp/main_content/000583284.

pdf）。
20） 曽我謙悟「『安倍一強』のデータ分析　内閣人事局は何を変えたのか」（『中央公
論』132巻 6号、平成30年）。

21） 形式的には B省の行政職俸給表（一） 9級なりの級定数は 1名削減され、内閣
官房で同数の増員がなされるということになる。

22） 内閣官房内閣人事局『機構・定員等審査結果』（http://www.cas.go.jp/jp/

gaiyou/jimu/jinjikyoku/satei_03.html）。
23） 出雲明子「内閣人事局設置後の官僚人事─キャリアパスからみる人事の変容と
専門性─」（『東海大学紀要政治経済学部』第49号、平成29年）。

24） 総務省統計局『一般職国家公務員在職状況統計表（人事統計報告）』「政府統計
の総合窓口」（https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?toukei=00000002）。

25） 検察庁法第22条。
26） 自衛隊法第45条第 1項。
27） 国家公務員法第81条の 2。
28） 内閣府設置法において外局でも審議会等でもない特殊な取扱いを受けており、
相応の独立性もあると考えられるため。

29） いわゆる 3条委員会に類する機関として内閣府本府から高い独立性を有してい
るため。
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30） いわゆる 3条委員会に類する機関である国家公安委員会に置かれる機関であっ
て、実質的に一つの府省と何ら遜色ない規模、権限及び独立性を有しているため。

31） 財務省（大蔵省）に端を発する独特の経緯などから、内閣府本府から高い独立
性を有していると考えられるため。

32） 分析対象とする期間の途中に設置されている関係で、環境省本省とは区別して
分析する必要があるため。

33） 機関自体が時限設置という特殊性を有するため。
34） 独立して計算するほどの規模はなく、かつ、前身の特定個人情報保護委員会時
代を含め内閣府本府の定員に合算して計算すると混乱を招くため。

35） 職員のうち、地方協力局労務管理課の職員等を除く大半は特別職であるため、
前記統計表においては防衛省の在職者数が概ね25人強となっており独立して計算
するには規模が小さすぎるため（人事院規則 1 -15第 3条各号及び国家公務員法
第 2条第 3項第16号参照。）。

36） 会計検査院及び人事院並びに前章第 4節第 1項において除外した各機関を含む。
37） 内閣官房内閣人事局『国の行政機関の機構・定員管理に関する方針―戦略的人

材配置の実現に向けて―（平成26年 7月25日閣議決定）』（https://www.cas.go.jp/

jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/files/260725_02.pdf）。
38） 同法はいわゆる理念法的要素も含むが、中央省庁等改革推進本部の根拠規定な
ど多くの機能を有しており、同項は未だに効力を有している。

39） 全員が内閣審議官（原則として指定職俸給表 5号俸ないし 1号俸）である。
40） うち23名が内閣参事官（いずれも行政職俸給表（一）10級）である。
41）『指定職俸給表の適用を受ける職員の号俸の定め並びに職務の級の定数の設定及
び改定に関する意見の申出』（http://www.jinji.go.jp/gaisannkyuubetu/30teisuuhyou.

pdf）を参照されたい。
42） 総務省及び国土交通省など。
43） 当時。現在の東京電力ホールディングス株式会社。
44） 昭和29年法律第141号。
45） Customs（税関）、Immigration（入国管理）及び Quarantine（検疫）の頭文字で、
いずれも国際旅客の受け入れ等で重要な役割を果たす機能である。

46） 内閣官房及び内閣府の業務の見直しについて（平成27年 1月27日閣議決定）
（https://www.kantei.go.jp/jp/content/minaoshi.pdf）。

47） 執筆時点。出入国管理及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律
（平成30年法律第102号）により平成31年 4月 1日より法務省の外局たる出入国在
留管理庁に改組される。

48） 税関は財務省、検疫は厚生労働省、植物検疫及び動物検疫は農林水産省がそれ
ぞれ所管しているが、これらの機関が CIQ関係業務に割く人員の割合は必ずし
も大きくないため割愛した。

49） 五十嵐吉郎「内閣官房、内閣府の現在―中央省庁等改革から13年目を迎えて―」
（立法と調査第347号、平成25年）。
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50） 内閣官房副長官補付のいわゆる「分室」や内閣府に置かれる「事務局」や「推
進室」といった名称の内閣総理大臣決裁や訓令等に基づく組織に特に多い。

51） 衆議院議員吉井英勝君提出大規模災害時における情報収集衛星の活用に関する
再質問に対する答弁書（内閣衆質177第315号）。

52） 同室は総務、国内、国際及び経済の各部門などを擁しており、平成16年時点で
165名体制とされている（平成16年11月 4日参議院内閣委員会伊佐敷政府参考人
答弁）。現在も定員こそ非公開ではあるが、『官庁フロア &ダイヤルガイド2018

年版』（国政情報センター、平成30年）16頁によれば、同室は内閣府本府庁舎 6

階を専有しており、これだけでも他省庁における小規模な局を凌ぐ規模があると
推測できる。

53） 人事院『平成27年度年次報告書』（平成28年）28頁。
54）「Webサイト等による行政情報の提供・利用促進に関する基本的指針」（平成27

年 3月27日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）（http://www.kantei.

go.jp/jp/singi/it2/cio/dai61/honbun2.pdf）を参照。なお、国立国会図書館は、
「ウェブサイト上に『組織・制度の概要』のカテゴリを設け、幹部職員（内部部
局（本省）室長級以上）の名簿を掲載することとされています。」と解説してい
る（https://rnavi.ndl.go.jp/politics/entry/JGOV-meibo.php）。

55） 瀬戸山順一「内閣官房・内閣府の業務のスリム化―内閣の重要政策に関する総
合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正する法律案
―」（立法と調査第364号、平成27年）。

56） 皇位継承式典事務局の設置について（平成30年 7月23日内閣総理大臣決定・内
閣府訓令第18号）第 1条（https://www.kantei.go.jp/jp/content/jimukyoku.pdf）。

57） なお、山崎事務局長は、内閣官房内閣総務官（後に皇室典範改正準備室長併任）
として皇室典範改正を指揮し、自治行政局長として総務省復帰後も内閣官房皇室
典範改正準備室参与（併任）を務めていたという経緯がある（http://www.

soumu.go.jp/main_content/000494504.pdfを参照のこと）。
58） 内閣官房内閣情報調査室『採用案内2018』（https://www.cas.go.jp/jp/saiyou/

pdf/panf_2018.pdf）19-21頁。
59） 平成30年国家公務員給与等実態調査第 9表（https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00020312&tstat=000001118716）によ
れば、本府省業務調整手当を受けている職員の数は36,774人である。

60） 出雲前掲注23、12頁。
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